
 資料Ｎｏ.１  

 

子ども・子育て支援事業計画 令和６年度事業評価シートについて 

 

 第２期子ども・子育て支援事業計画に登載された事業について、 

各事業毎に、目標値（確保値）、令和６年度事業の実施状況・実績、

各担当課の評価・検証等をまとめたものです。 

資料右端の「備考」欄のページ数が、実際に事業計画書に掲載され

ているページ数となっています。 

 今後の子育て環境の充実や事業内容の改善に繋げられるように、

子ども・子育て会議委員の皆様の意見を求めます。 



資料№１

課題、評価事項（成果） 方向性、見直し提案等 子ども・子育て会議意見

見込 確保 見込 確保 見込 確保 見込 確保 見込 確保 実施状況 確保 実績 確保 実績 確保 実績 確保 実績 確保 実績

2-1　幼児期の教育・保育 実施状況

1号認定
（3～5歳　学校教育のみ）

62 240 61 240 60 165 59 165 57 165 240 58 240 51 165 43 165 50 165 49
　希望するこども園・幼稚
園へ入園を確保すること
ができました。

（P67）

2号認定
（3～5歳　保育の必要性あ
り）

618 843 589 843 560 798 531 798 508 798 843 641 843 624 798 595 798 568 798 543
　希望する保育園・こども
園へ入園を確保すること
ができました。

（P67）

3号認定
（0～2歳　保育の必要性あ
り）

390 422 370 422 361 422 353 422 346 422 422 400 422 384 422 413 422 393 422 342

　産休育休明けの年度途
中入所の場合も、新年度
入園で申込可能とすること
で、入所確保ができまし
た。ただし0歳児は入所保
留で育休延伸での対応と
なる場合もありました。

（P67）

3-1　利用者支援事業

利用者支援事業
子ども課

（支援C、母
子、保幼）

　子どもや保護者が保育
園、子ども園、幼稚園で
の教育・保育や放課後児
童クラブ等の地域子育て
支援事業の中から適切
なものを選択し、円滑に
利用できるよう、身近な
場所で支援を行う事業で
す。

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

　母子保健係で対応した
妊産婦や子育て期の相談
件数は976件でした。
　公立園の園開放事業や
一時預かり事業における
保育園未就園児について
の相談件数は3件でした。

　妊娠届出時の面談や出
産前訪問等、妊娠期から
関わることで、妊娠・出産・
子育て期にわたり切れ目
なく支援できるようにしま
す。
　市の関係職員による子
育て支援についての連携
体制をかため、適切な相
談支援の実施を目指しま
す。

（P69）

3-2　地域子育て支援拠点事業 実施状況

地域子育て支援拠点事
業

子ども課
（支援C）

　子育て支援センター等
で、子育て中の親子の交
流や育児相談、親子教
室、子育て関連の情報提
供等を実施し、子育ての
孤立感、負担感の解消を
図るとともに、地域の子
育てサークルの活動を支
援します。

16,000 16,000 15,000 15,000 14,000 14,000 13,000 13,000 12,000 12,000

 魚沼市子育て支援センターでは月曜日
から金曜日の9時から16時、土曜日は9
時から11時30分で実施しました。
堀之内なかよし保育園での広場開放を月
曜日から金曜日の9時から15時、すもん
こども園で8時30分から11時30分で実施
しました。
各保育園等で年1回から10回程度の園開
放事業を実施しました。

16,000 12,245 15,000 11,096 14,000 10,310 13,000 8,767 12,000 9,740

　乳幼児数が減少してい
る中、令和５年度に比べ
973人もの多くの方から利
用していただきました。気
軽で親しみやすい施設運
営に努めており、相談等を
された方には、母子保健
係等と連携した助言を行う
などして、子育て世代への
支援を行っています。

　今後、来場者数は減少
していくことが予想されま
すが、子育て支援センター
での乳幼児健診等を実施
しており、このような場を
活用しての相談体制を充
実していくことが必要で
す。　また、健診等も含め
たセンター事業の更なるＰ
Ｒを行い、利用者の増加
を図っていくことが必要で
す。

（P69）

3-3　妊婦健診事業 実施状況

妊婦健診事業
子ども課
（母子）

　妊娠・出産期から子育
て期までの途切れない支
援に配慮することが重要
であり、母子保健施策の
推進の一環として、妊婦
の健康診査にかかる費
用を助成しています。

210 210 210 210 210 210 210 210 210 210

　 妊娠の経過を確認するとともに、安心
して出産に臨めるよう妊婦一般健康診査
受診票（14回分）の交付及び市独自事業
として15回目以降の妊婦健診の助成を
行い、受診状況を把握しています。

210 189 210 157 210 137 210 135 210 120

　妊娠全期を通じて健診
費用の負担軽減及び母体
や胎児の健康管理につな
がりました。
　産後についても、出産予
定日を過ぎても届出がな
い人がいないか随時確認
し、全産婦、新生児の状
況が確認できるように支
援しています。

　今後も医療機関と連携し
ながら、妊娠、出産及び子
育てへの不安を軽減する
支援体制を充実する必要
があります。

【R4意見】
　出産後、健診を受けてい
ない人がいたら、声掛け
等の対応をお願いしたい。

（P70）

魚沼市子ども・子育て支援事業計画　令和6年度事業評価シート

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ６ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

(単位：人)

実施状況

　妊娠・出産・子育ての総合相談窓口とし
て、R6.4月から子ども課内にこども家庭セ
ンターを設置し、相談支援体制を強化し
ました。
子ども課、子育て支援センター、保育園・
幼稚園など、身近な場所で子育て世代の
様々な悩み相談、支援に対応していま
す。

(単位：利用延人数)

(単位：人)

Ｒ６
担当部署

事業の内容

計画における目標値 事業実施状況 Ｒ６評価・検証結果
備　考

（計画書
掲載頁）

施策（網掛け）及び
取組・事業

子ども課
（保幼）

保育園、幼稚園、認定こ
ども園等において、就学
前の幼児の保育、教育を
実施する事業です。

　子ども・子育て新制度により幼稚園教
育の希望や保育の必要量・理由を調査
する中で、利用調整を実施しました。
　２号３号認定を受けている方には現況
調査を実施しました。

今後も引き続き、魚沼市
公立保育園再編計画で示
した方向性を踏まえなが
ら、必要量の見直しを行っ
ていきます。

【R3意見】
　保育園の待機児童ゼ
ロ、学童保育についても
待機数ゼロ、これは非常
に喜ばしいこと。子ども達
の数が少なくなっているか
らだとは考えないで、児童
数全体は減ってきている
けれども、市の施策が手
厚いために待機児童がい
ずれもゼロになっている、
というふうに思うので、
誇っていいことである。
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課題、評価事項（成果） 方向性、見直し提案等 子ども・子育て会議意見

見込 確保 見込 確保 見込 確保 見込 確保 見込 確保 実施状況 確保 実績 確保 実績 確保 実績 確保 実績 確保 実績

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ６ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ６
担当部署

事業の内容

計画における目標値 事業実施状況 Ｒ６評価・検証結果
備　考

（計画書
掲載頁）

施策（網掛け）及び
取組・事業

3-4　乳児家庭全戸訪問事業 実施状況

乳児家庭全戸訪問事業
子ども課
（母子）

　訪問スタッフ、保健師等
が、生後4 か月までの乳
児のいる全ての家庭を訪
問し、様々な不安や悩み
を聞き、子育てに関する
情報提供等を行い、親子
の心身の状況や養育環
境を把握しています。支
援が必要な家庭に対して
は関係機関と連携し、母
子の孤立を防ぎ、適切な
支援につなげています。

210 210 210 210 210 210 210 210 210 210

　保健師や育児経験者であるスタッフが
生後2～3か月頃の乳児の家庭を訪問
し、養育環境や子育て状況を聞き、行政
サービスの紹介と子育て支援に取り組み
ました。

210 202 210 165 210 142 210 139 210 116

対象家庭全てを訪問し、
子育ての様子を確認する
ことができました。
継続支援が必要な保護者
に対しては、保健師、助産
師が訪問し不安軽減と孤
立防止に努めました。

　里帰りの長期化や親子
で住所が別など多様化す
る対象者のニーズを考え
ながら子育て支援できる
よう、スタッフ研修の充実
を図るとともに、関係機関
との連携を更に強化する
必要があります。

（P71）

3-5　養育支援訪問事業 実施状況

養育支援訪問事業
子ども課
（母子）

　乳児家庭全戸訪問事業
等により把握した保護者
の養育を支援することが
特に必要な家庭に対して
保健師、助産師、保育士
等が関係機関と連携し、
妊娠期から継続して必要
な支援を行います。

- - - - - - - - - -
　R6年度は利用実績がありませんでし
た。

- - - - - - - - - - －

妊娠中からの対象者を把
握し、必要なケースに支
援が届くよう、今後も要対
協等、関係機関と連携し
ていきます。

（P72）

3-6　子育て短期支援事業

子育て短期支援事業 -

　短期入所生活援助
（ショートステイ）事業は、
保護者の疾病や仕事等
の事由により、児童の養
育が一時的に困難となっ
た場合に、児童養護施設
等で一時的に保護するも
のです。
　また、夜間養護等（トワ
イライトステイ）事業は、
保護者が仕事等の理由
により、平日の夜間又は
休日に不在となり児童の
養育が困難となった場合
等に、児童を児童養護施
設等で保護するもので
す。

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

　受け入れ施設（児童養
護施設）を新たに開設する
ことは頻度を想定した場
合に困難と考えます。

　要保護児童の状況を勘
案しながら、ファミリーサ
ポートセンター事業等代
替可能な資源も検討する
必要があります。
（参考：現在、県内で実施
しているところは新潟市、
見附市のみ）

（P73）

3-7　ファミリー・サポート・センター事業 実施状況

依頼会員 3 3 4 4 5 5 6 6 7 7
依頼会員（小学生対象）の登録者数は昨
年より3人減りました。

3 5 4 10 5 9 6 6 7 8

　乳幼時期から就学期に
移行しても引き続き継続
する会員もいることから、
子育て便利手帳を活用し
て周知している状況です。

　より利用しやすいように
周知方法等を工夫するこ
とで提供会員を確保し、提
供会員と依頼会員の最適
なマッチングができるよう
事業の充実を目指しま
す。

提供会員 13 13 13 13 14 14 14 14 15 15
提供会員の登録者数は昨年より増えて
います。

13 15 13 16 14 19 14 21 15 19

　提供会員数は若干増加
したものの、依頼会員数と
のバランスを考えると、今
後利用ニーズに応えられ
なくなる懸念があります。

　依頼会員から提供会員
への移行等への取組を更
に進めるなど、人材確保
に努めます。

(単位：人)

(単位：人)

　現在実施していません。

(単位：人)

子ども課
(支援C)

　児童の預かり等の子育
ての援助を受けることを
希望する者（依頼会員）と
援助を行うことを希望す
る者（提供会員）との相互
援助活動に関する連絡・
調整を実施しています。

【R3意見】
　子どもの医療費が、
R3.1.1から18歳未満は無
料になった。また、ファミ
リー・サポート事業の個人
負担が700円から200円に
なったことも、利用者や市
民の立場からすれば大変
嬉しいこと。子育てに温か
い市というのは感じるの
で、こういう施策は、今後
も続けていってもらいた
い。

【R4意見】
　依頼を受ける側もする側
も、気持ちよくマッチングし
ながら、子ども達を見れる
環境が作れるとよい。

（P73）
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課題、評価事項（成果） 方向性、見直し提案等 子ども・子育て会議意見

見込 確保 見込 確保 見込 確保 見込 確保 見込 確保 実施状況 確保 実績 確保 実績 確保 実績 確保 実績 確保 実績

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ６ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ６
担当部署

事業の内容

計画における目標値 事業実施状況 Ｒ６評価・検証結果
備　考

（計画書
掲載頁）

施策（網掛け）及び
取組・事業

3-8　一時預かり事業 実施状況

保育園・こども園 750 750 717 717 690 690 666 666 645 645 750 416 717 232 690 283 666 401 645 829

幼稚園（在園児対応） 2,000 2,000 1,912 1,912 1,840 1,840 1,776 1,776 1,720 1,720 2,000 5,271 1,912 4,464 1,840 3,849 1,776 3,417 1,720 4,707

ファミリー・サポート・セン
ター事業の利用

子ども課
(支援C)

12 12 12 12 13 13 13 13 13 13

　母子保健係との連携により、乳児の依
頼が増え、令和３年度から利用者負担が
減額になったこともあり、利用件数は増加
しています。

12 21 12 67 13 94 13 112 13 93

　母子健康手帳交付時や
子育て便利帳に掲載し周
知しており、利用者が徐々
に増えている状況です
が、提供会員の不足が懸
念されます。

　より利用しやすいように
周知方法等を工夫すると
ともに、提供会員の確保
に取り組みながら、事業の
充実を目指します。

3-9　延長保育事業 実施状況

延長保育事業
子ども課
（保幼）

　保護者の就労形態の多
様化、長時間の通勤等に
伴う延長保育需要に対応
するため、通常保育時間
を超えて保育が必要な場
合に保育を行う事業で
す。

625 625 598 598 575 575 555 555 538 538

　市内全保育園で実施しています。
　公立では全園19時まで、小出保育園で
は22時まで、清心保育園では19時30分
(土曜は19時）までそれぞれ開園していま
す。

625 857 598 709 575 383 555 635 538 418

　令和５年度よりも利用者
が減少していますが、保
護者の就労形態に合わせ
た延長保育を実施するこ
とができました。

　保護者の就労形態を勘
案しながら事業を継続実
施します。

（P76）

3-10　病児病後児保育事業 実施状況

6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

人数

102 6

人数

206 6

人数

185 6

人数

212 6

人数

130

  　

日数

84  

日数

121  

日数

125  

日数

125  

日数

94

3-11　放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 実施状況

放課後児童健全育成事
業
（放課後児童クラブ）

子ども課
（保幼）

主に保護者が就労等に
より昼間家庭にいない小
学生に、適切な遊びや生
活の場を与えて、児童の
健全育成を図る事業で
す。

338 380 329 380 389 400 382 400 370 400
　市内の各小学校区で児童クラブを実施
し、監護する者がいない児童を受け入れ
ました。

380 364 380 397 400 411 400 400 400 397

　利用希望のあった対象
児童を全て受け入れるこ
とができました。
　特別な支援を必要とする
児童に対応するため、会
計年度任用職員の増員や
夏休み期間中の学校特別
支援サポーターによる加
配を行いました。

　待機児童が生じないよう
事業を継続実施します。

【R3意見】
　2-1に記載のとおり

【R4・R6意見】
　日々雇用職員にも研修
の機会を充実してもらいた
い。

【R6意見】
　堀之内学童を増やす手
立てはないか。卒所を促
すのは反対である。

（P78）

3-12　実費徴収に係る補足給付を行う事業 実施状況

実費徴収に係る補足給付
事業

子ども課
（保幼）

特定教育・保育施設や特
定子ども・子育て支援施
設である私立幼稚園にお
いて実費徴収を行うこと
ができるとされている副
食費の費用及び日用品、
文房具等の購入に要す
る費用等について、低所
得世帯を対象に一部を補
助する事業です。

- - - - - - - - - -
私立幼稚園の新制度移行により事業実
施がありませんでした。

- - - - - - - - - - -
引き続き保護者の経済的
負担軽減を継続します。

【R4意見】
　食材の高騰に伴う給食
費の増は、交付金等を利
用し、保護者から負担を
求めるようなことはしない
でほしい。

（P80）

(単位：実人数・幼稚園のみ延人数)

(単位：実人数)

(単位：定員数)

(単位：入所児童数)

(単位：入所児童数)

子ども課
（保幼）

　保護者の社会参加や病
気、冠婚葬祭、育児等に
伴う心理的・肉体的負担
の解消等のため、一時的
に子どもを保育園等で預
かる事業です。
※ここでは、保育園での
一時保育、幼稚園での在
園児対象の預かり保育、
ファミリー・サポート・セン
ター（就学前児童対象
分）、地域子育て拠点施
設等での一時預かりが対
象となっています。

　緊急時等の子育て支援のため市内の
全保育園・幼稚園で実施しています。

　保育園・幼稚園ともに、
目標値は上回り、令和５
年度より利用者が増えま
した。

　今後も緊急時に利用し
やすい総合的な体制づく
りに努めます。

（P74）

病児・病後児保育事業
子ども課
(支援C)

　病児・病後児保育事業
は、病気にかかっている
子どもや回復しつつある
子どもを病院等の医療機
関や保育施設などで看護
師等が一時的に預かるも
のです。

　小出病院内で病児・病後児保育室を実
施しています。
　令和３年度以降は新型コロナウイルス
感染症に配慮しながら実施しています。

　令和５年度よりも利用者
が減少していますが、利
用申込みに応じて預かり
保育を実施しており、病
児・病後児保育室の役割
を果たしています。

　このまま継続します。 （P76）
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課題、評価事項（成果） 方向性、見直し提案等 子ども・子育て会議意見

4-1　幼児期の学校教育・保育の一体的提供の推進

幼児期の学校教育・保育の
一体的提供の推進

子ども課
（保幼）

　現制度では、幼児教育と保育を一体的に提供する（幼
稚園と保育所の機能を併せもつ）認定こども園の普及の
ため、設置に関する手続きの簡素化や、財政支援の充
実・強化を図り、教育・保育の総合的な提供を図るとされ
ています。
　本市では、幼保連携型認定こども園として「すもんこども
園」があります。また、幼稚園は市内に2施設（公・私立各
1園。ただし公立1園は休園中）あり、市内全域を対象とし
た募集に対して、現在、入園者数は定員を下回っている
状況です。
　ニーズ調査結果では、認定こども園、幼稚園の利用希
望もあり、保護者の幼児教育への関心がうかがえます。
まずは、既存の施設の有効利用を図ることを第一とし、今
後も体制を確保していきます。

Ｒ６
　幼保連携型認定こども園である「すもんこども
園」で学校教育・保育の一体的提供を行っていま
す。

　認定こども園「すもんこども園」で、地域の
未満児保育ニーズや幼児教育ニーズに対
応しています。

　地域の状況や保護者ニーズの把
握に努め、安心安全な施設環境と
幼児教育及び保育サービスを安定
的に提供できる体制を確保していき
ます。

【R5意見】
　認定子ども園化をする理由は、
1号ニーズを増やすことが目的で
はなく、その地域がどういう状況
であろうと、それを迎え入れられ
る園を作り出すことが目的である
ため、「方向性、見直し提案等」
には、そのことを書くべきではな
いか。

（P81）

4-2　質の高い幼児期の学校教育・保育の提供及び地域の子育て支援の役割及びその推進方針

質の高い幼児期の学校教
育・保育の提供及び地域の
子育て支援の役割及びその
推進方針

子ども課
（保幼）

　現在、子どもやその家族を取り巻く環境は、急速な少子
化に加え核家族化の進行、共働き世帯の増加、地域のつ
ながりの希薄化などにより、子育ての孤立感、負担感の
増加、児童虐待の深刻化、兄弟数の減少など様々な課題
を抱えています。
　子どもの健やかな育ちを等しく保障し、本計画の基本的
な視点である「子ども、家庭、地域の力」を育て、子どもた
ちの生涯にわたる人格形成の基礎を培うため、幼児期に
おける教育・保育の「環境」及び「質」の向上を図る必要が
あります。幼稚園教諭、保育士等の人材確保、職員の資
質向上のための研修の実施、職員の処遇改善を図りま
す。
　また、既存施設の有効利用など適正な施設規模の確
保、地域型保育事業導入の推進を図るとともに、財政健
全化の観点から長期にわたり良好な状態で使用できるよ
う施設の長寿命化の優先順位を検討しながら保育環境の
整備をすすめます。
　地域の子育て支援では、「放課後児童クラブ」、「一時預
かり」などの事業の充実を図るほか、保護者や地域の子
育ての力が高まるよう、地域性や園の特色を生かした活
動、地域交流を通じて子育ちの視点に立った親支援、地
域での子育て支援の推進を図ります。

Ｒ６

■教育・保育の質の向上及び職員の資質向上の
ための研修
　新潟県保育士会等が実施する研修会に参加
し、各保育園等の園内研修や子育て支援セン
ターの研修に保育士が参加し、職員の資質向
上、保育・教育の質の向上に取り組みました。
■公立保育園の取組
　令和6年度を目標年度としていたひがし保育園
の閉園については、計画どおり進めることができ
ました。
■放課後児童クラブの充実
　　特別な支援を必要とする児童に対応するた
め、会計年度任用職員の増員や夏休み期間中の
学校特別支援サポーターによる加配を行いまし
た。
■一時預かりの充実
　全ての保育園で一時預かりを実施しています。
　平成27年から1時間単位で利用できる料金設定
を行い、利便性の向上を図っています。
■親支援、子育て支援の推進
　子育て支援センターにおいて、親支援のための
各種事業実施しているほか、、保育園幼稚園等を
含め、随時子育て相談に応じています。

　研修で得た知識や技能等を保育の現場で
生かすよう努めました。

■教育・保育の質の向上及び職員
の資質向上のための研修
　今後も各種研修会への保育士の
参加等を通して、職員の資質ならび
に教育・保育の質の向上に取り組
みます。併せて研修への参加意欲
が高まるようなサポートに努め、保
育士等の専門性及び資質の維持・
向上を目指します。
■公立保育園再編の取組
　当面公立園のまま維持する方針と
し、既存施設の有効利用など適正
な施設規模の確保、地域型保育事
業における小規模保育事業への緩
やかな移行をすすめるとともに、「公
共施設等総合管理計画」に沿って
将来的に持続可能な保育環境を整
え、施設の維持・運営に努めていき
ます。
■放課後児童クラブの充実
　引き続き児童の生活環境の改善、
向上を目指します。
■一時預かりの充実
　引き続き、保育園等で一時預かり
を行います。
■親支援、子育て支援の推進
　引き続き、子育て支援センターや
保育園等で親支援、子育て相談等
に対応します。

（P81）

4-3　幼児期の学校教育・保育と小学校教育との円滑な接続（幼保小連携）の取組の推進

幼児期の学校教育・保育と小
学校教育との円滑な接続（幼
保小連携）の取組の推進

学校教育課
子ども課
（保幼）

（支援C）
生涯学習課

　適正な就学支援に向けて検討などを行う「幼保小連絡
会議」に放課後児童クラブを加え、小1問題だけでなく各
年齢で生じる様々な問題等に対し一貫した指導が行える
よう、地域型保育事業所（家庭的保育等）も含めた情報交
換などによって課題を共有するほか、継続して職員及び
関係者の共通理解を図ります。
　職員の相互理解を深めるため、保育参観、授業参観へ
の積極的な参加や一貫した教育のための合同研修など
による交流の場を設けるなど連携に努めます。
　また、幼児期の学校教育・保育と小学校における教育
の円滑な接続のために、行事への相互参加など異年齢
交流を推進します。

Ｒ６

・保育園・幼稚園・小学校において、地域によって
は年に複数回の連絡会議を実施しています。ま
た、各種行事へ相互に参加することにより連携に
取組んでいます。
・保育園等訪問巡回相談やステップアップ教室に
参加し、園や保護者の教育的ニーズに対応して
います。
・放課後児童クラブにおいては、定期的に連絡会
議を開催し、児童の対応について共通理解を図っ
ています。
・特別支援教育研修会を開催し、園と学校職員が
共に学び合う機会を提供しています。
・幼保小中、放課後児童クラブ職員を対象に「非
認知能力の育成」についての研修会を行いまし
た。
・就学時健康診断に併せて保護者向けに子育て
セミナーを開催しました。「スタートカリキュラム」
のリーフレットを作成し、幼児教育から学校教育
への円滑な接続について講話を行い、安心した
入学につなげました。
・幼保小接続架け橋プログラム合同研修会にお
いて「魚沼市架け橋期のカリキュラム」を通じた小
学校区ごとの活動に取組み相互理解が進みまし
た。
・スタートカリキュラム研修会を開催し、各小学校
でカリキュラム実施に取り組みました。

・連絡会議において、子どもの様子を把握
することで幼児期から就学期への切れ目の
ない支援を行えるよう取組んでいます。卒
園後の学校生活を見通し、集団参加やコ
ミュニケーション等、適切な支援を検討する
ことができました。
・巡回相談やステップアップ教室の参加によ
り、支援の必要な子どもの早期発見・早期
対応につなげることができました。
・放課後児童クラブは、学期ごとに連絡会
議を開催し、児童の対応について共通理解
を図りました。
・小中学校だけでなく園や子育て支援セン
ターの職員からも特別支援教育研修会に
参加してもらい、支援のあり方について理
解を深めることができました。
・子育てセミナーで全小学校で保護者に「ス
タートカリキュラム」の説明やグループでの
情報交換などを実施し、安心した小学校入
学につなげることができました。
・２回の幼保小合同研修会での目指す子ど
もの姿について対話を通じて園と学校間で
相互理解を図ることができました。また、互
恵性のある交流活動を計画実施し、児童の
安心した小学校入学につなげることができ
ました。

・巡回相談やステップアップ教室で
の情報を有効活用し、園から小学
校へ切れ目なく移行できるよう支援
の内容を検討します。
・連絡会議の実施方法のほか、個
別の事情に応じて幼保小間が接続
しやすくなるような連携体制の調整
を行います。また、すべての放課後
児童クラブが参加できるよう検討し
ます。　
・園の職員・児童のほかに保護者も
学校の様子やカリキュラムの内容
がわかるような取組を検討します。
・子育てセミナーは、令和７年度に
おいても、小学校の「スタートカリ
キュラム」の説明会を実施します。
・市の「架け橋期のカリキュラム」を
通じた連携を図っていきます。小学
校区単位に取組の重点を掲げ、子
どもの姿を見取りながら、継続的に
内容の改善を図っていきます。
・「架け橋プログラム」のリーフレット
や市報への掲載を通し、保護者・地
域への理解と協力を図っていきま
す。

【R3意見】
・保育園でどのような教育内容
で、どの程度できるようになって
いるのか等、そういった子ども達
の発達の状態が、小学校によく
伝わるように連携をしてもらいた
い。
・保育園から小学校に提供した
児童の情報について、１年生の
時は確認をしていると思うが、進
級した後も入園時の情報が活か
されるようにしてもらいたい。

【R4意見】
・幼保小連絡会を1学期の早い
時期に開催してもらいたい。
・連絡会形式でなくとも、それぞ
れの担任で連絡を取り合い、情
報共有をした方がよい。

【R6意見】
・先生方の意識改革、環境が一
番大事であり、人的環境はすごく
子どもに影響する。全職員、全教
員の意識改革が行われてスムー
ズにつながるとよい。

（P82）

　施策（網掛け）及び取組・事業
Ｒ６

担当部署
事業の内容 事業実施状況

Ｒ６評価・検証結果 備　考
（計画書
掲載頁）
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課題、評価事項（成果） 方向性、見直し提案等 子ども・子育て会議意見
　施策（網掛け）及び取組・事業

Ｒ６
担当部署

事業の内容 事業実施状況
Ｒ６評価・検証結果 備　考

（計画書
掲載頁）

4-4　子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保

子育てのための施設等利用
給付の円滑な実施の確保

子ども課
（保幼）

　幼児教育・保育の無償化により新たな給付（子育てのた
めの施設等利用給付）の対象となった預かり保育事業を
実施する幼稚園、認定こども園（幼稚園部分）や認可外保
育施設等（特定子ども・子育て支援施設）については、公
正かつ適正な支給を実施し、保護者が希望する幅広い幼
児教育・保育の機会を確保します。
　また、特定子ども・子育て支援施設としての確認と公示
を行うとともに、県と連携を図りながら指導監督と監査を
実施する等、子育てのための施設等利用給付の円滑な
実施に向けて取り組んでいきます。

Ｒ６
　子育てのための施設等利用給付対象の幼稚園
預かり保育料等について給付を実施しています。

子育てのための施設等利用給付対象の幼
稚園預かり保育料等について給付実施し、
保護者の経済的負担の軽減を図ることがで
きました。

今後も子育てのための施設等利用
給付対象施設等の利用料について
給付を行い保護者の負担軽減を実
施します。

R3新規

（P82）

5　産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保

子ども・子育てに関する広
報・周知

子ども課
　市報・お知らせ版、市ホームページ、魚沼市情報メール
配信サービス、暮らしのガイド、子育て便利帳、ＦＭうおぬ
まを利用した周知活動を行います。

Ｒ６

　市報・お知らせ版、ホームページ、LINEを利用
し、保育園や幼稚園、こども園の開放事業、子育
て支援センター事業の周知活動を実施しました。
(私立を含む9保育園、1幼稚園、１こども園、子育
て支援センター)また、市の子ども・子育て事業に
関する折込チラシを配布しました。

LINE登録者へ子育て情報をタイムリーに届
けられるため登録者が増えています。

　健診等の機会を利用してLINEの
周知と登録者数を増やしていきま
す。必要な人に必要な情報が届くよ
う、様々な媒体を通して事業周知等
の情報提供を継続実施します。

子ども・子育てに関する相談
受付

子ども課
（保幼）
（母子）

（支援C）
市民課

(市民相談係)

　市民相談センター、民生委員・児童委員、保育園・幼稚
園、子育て支援センター、保健師を活用して、妊娠、出
産、育児、生活にかかる不安を取り除き、解消します。

Ｒ６

　保育園等では日々の保育や園開放事業で気軽
に相談に応じる体制を作っています。
　こども家庭センターでは、子育て支援センター広
場開放日や庁舎開庁日に随時健康相談や栄養
相談を実施しました。また、妊産婦の時期から子
育て期の各時期に応じた教室を開催し、相談する
場を作りました。
　市民相談センターでは、担当部署へ取次ぎのほ
か、傾聴に心がけ相談対応を行いました。
　乳幼児健診等を通じて、保護者の心配事や子
育て環境等の把握に努め、不安軽減や孤立化予
防を行っています。

　こども家庭センターでは、不安を軽減し子
育てを楽しめるように、妊産婦の時期から
子育て期にわたる継続的な支援を図ってい
く必要があります。
　市民相談センターでは、市民に対し、諸制
度の仕組みや手続きの方法等の助言を行
い、必要に応じて相談後のフォローも行い
ました。
　個別の状況に応じて子育て支援サービス
の紹介や関係機関への連絡調整を行い、
孤立感解消を図ることが重要です。

　こども家庭センターにおいて包括
的な支援と切れ目のない相談支援
に取り組み、各関係機関と連携協
働していきます。

6-1　児童虐待防止対策の充実

子どもからの相談体制確立
子ども課
（支援C）

　子どもスマイルコールを設置して、子ども達から直接「い
じめ・虐待等」の相談を受けます。

Ｒ６

　継続して子どもスマイルコールを設置すること
と、24時間受付対応の児童相談所虐待対応ダイ
ヤル「１８９」についても引き続き周知を図っていま
す。

　子どもから発信ができるような周知方法と
して24時間受付対応の児童相談所虐待対
応ダイヤル「１８９」のポスター等を学校等に
掲示してもらうよう依頼しています。

　学校等を通して周知を図ります。
　また、児相相談所虐待対応ダイヤ
ル「１８９」の周知が進んでいること
から、子どもスマイルコールについ
ては継続しつつも今後の役割につ
いて見直す必要があると考えます。

児童虐待の相談窓口周知用
パンフレット配布

子ども課
（支援C）

　「いじめ・虐待等」の相談のための連絡先等周知カード
を広く配付します。

Ｒ６
　市内小中学校の児童・生徒を対象とした虐待防
止チラシを配布するとともにポスター掲示を庁舎、
公民館、保育園、学校などで実施しました。

　児童相談所虐待対応ダイヤル「189」（いち
はやく）などの児童虐待の相談窓口の周知
用パンフレットを保育園等に配布しました。

今後も保育園や学校等に児童虐待
相談窓口の周知用パンフレット等を
配布し、児童虐待の相談窓口につ
いて周知します。

こんにちは赤ちゃん訪問
(乳児家庭全戸訪問事業)

子ども課
（母子）

　生まれてから4 か月までの乳児の家庭に訪問して、育
児不安等について様子を伺います。（H21 年から全戸訪
問実施）

Ｒ６
　R6年度は、対象となるすべての家庭に訪問する
ことができ、対象児や子育ての状況を把握するこ
とができました。

子育て経験豊かな訪問従事者等が、市の
実施する健診等の事業を説明したり相談先
を伝えることで育児不安の軽減を図ってい
ます。

今後も継続していきます。

（P83）

（P84）
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課題、評価事項（成果） 方向性、見直し提案等 子ども・子育て会議意見
　施策（網掛け）及び取組・事業

Ｒ６
担当部署

事業の内容 事業実施状況
Ｒ６評価・検証結果 備　考

（計画書
掲載頁）

要保護児童対策地域協議会
子ども課
（支援C）

　虐待相談、ケース検討、問題を抱える家庭への効果的
な支援など、関係機関との連携による要保護児童ネット
ワークを活用して問題解決を図ります。

Ｒ６

　協議会代表者会議1回、実務担当者会議4回、
個別ケース支援会議や面談等を107回開催し、情
報共有と効果的な支援や個別のケース検討を行
いました。

　精神疾患を持つ保護者や、不登校・ひきこ
もり等ケースが多様化しており対応が難しく
なってきています。

　児童相談所をはじめとする関係機
関と連携し、ヤングケアラーを含め
支援が必要な児童とその家庭に対
して、継続して取り組みを実施して
いきます。

【R3意見】
　ヤングケアラーの問題につい
て、今後、検討をお願いしたい。

要保護児童関係機関との協
働

子ども課
（支援C）

　要保護児童対策地域協議会の個別ケース支援会議な
ど、関係機関と協働して被虐待児家庭への支援を行いま
す。

Ｒ６

　児童相談所、市保健師、学校、保育園、幼稚園
などとともに要保護児童とその家庭への支援を行
いました。必要に応じて関係機関と情報共有を図
るほか、訪問に同行する等を行いました。

　個別ケース支援会議等で関係機関と情報
を共有し、それぞれの支援へとつなげてい
ます。

　継続して関係機関と連携を図りま
す。

養育支援訪問事業
子ども課
（母子）

　養育支援が必要な家庭に対して、訪問による支援を行
います。

Ｒ６ 実施実績なし なし

R6.4月から、養育支援訪問で専門
的な相談支援を、子育て世帯訪問
支援事業で家事育児支援を行い、
適切な養育を行うための継続支援
を実施していきます。

6-2　ひとり親家庭の自立支援の推進
Ｈ27 新規申請・転入者数　41人（H28.2月末） 135,299,080円の手当を支給できました。現 市報、ホームページ、メルマガ配信 （P75）

児童扶養手当
子ども課
（児福）

　18 歳以下の児童（障害のある子どもは20 歳未満）を養
育しているひとり親家庭の父または母や、父母に代わって
児童を養育している方に、手当を支給します。（所得制限
有）

Ｒ６

離婚届やひとり親世帯の転入等の際に、窓口担
当者と連携を図り、対象者の漏れがないように努
めました。
新規申請・転入者数　28人（R7.3月末）
資格喪失・転出者数　47人（R7.3月末）
認定者数 237人（R7.3月末）【前年比：19人減】
受給者数 199人（R7.3月末）【前年比：15人減】

　法定の事務です。
　107,180千円の手当を支給し、ひとり親家
庭等への経済的支援につなげました。

　引き続き窓口担当者と連携を図
り、対象者の漏れがないように努め
ます。また、市報、ホームページ等
を活用し、制度の周知及び案内を
継続して行います。

ひとり親医療費助成
子ども課
（児福）

　ひとり親家庭等に対し医療費を助成します。（所得制限
有）　

Ｒ６

離婚届やひとり親世帯の転入等の際に、窓口担
当者と連携を図り、対象者の漏れがないように努
めました。
令和3年1月より児童の通院と訪問看護の自己負
担を無償化しています。（魚沼市独自事業）
受給者大人231人、子ども331人、計562人（R7.3
月末）【前年比：31人減】

　新潟県単事業です。　
　ひとり親家庭の父、母、又は養育者及び
児童の医療費に対し助成し、ひとり親家庭
等の経済的負担軽減を図りました。

　引き続き児童扶養手当との連携
により、制度の周知に努め、対象漏
れのないようにします。

【R3意見】
　3-7に記載のとおり

自立支援教育訓練給付金
子ども課
（児福）

ひとり親家庭の父または母が、就業に結びつくと考えられ
る教育訓練講座を受講した場合に受講費の一部を助成し
ます。(所得制限有)

Ｒ６

児童扶養手当のパンフレット等により、制度の周
知を行いました。
制度についての問い合わせは数件あったもの
の、今年度の申請は0人でした。

ひとり親世帯（児童扶養手当受給者）にパ
ンフレット等を送付しましたが、申請者はい
ませんでした。

　児童扶養手当現況届時や市報、
ホームページ等を活用し、制度の周
知及び案内を継続して行います。

高等職業訓練促進給付金
子ども課
（児福）

ひとり親家庭の父または母が、資格取得のために養成期
間で修業した際に修業期間の生活費を支給します。(所得
制限有)

Ｒ６
児童扶養手当のパンフレット等により、制度の周
知を行いました。
今年度の申請は2人でした。【前年比：1人増】

ひとり親世帯（児童扶養手当受給者）にパ
ンフレット等を送付し、相談・申請につなげ
ることができました。

　児童扶養手当現況届時や市報、
ホームページ等を活用し、制度の周
知及び案内を継続して行います。

ひとり親に対する放課後児童
クラブ負担金の軽減

子ども課
（保幼）

　ひとり親家庭の負担金を1/2 に軽減します。 Ｒ６

　放課後児童クラブを利用するひとり親家庭の負
担金を1/2に減額しています。
　令和6年度における対象世帯数は22世帯で、対
象児童数は23人です。

　ひとり親家庭の負担軽減を図ることが出
来ました。

　今後もひとり親世帯に対する負担
額の軽減を継続し、ひとり親世帯の
子育てを支援します。

保育料の軽減
子ども課
（保幼）

　ひとり親世帯で非課税世帯等の場合に、保育料を軽減
します。

Ｒ６

　ひとり親世帯で非課税の場合、保育料は無償。
　市民税所得割額48,600円未満の世帯は保育料
が1,000円の減額のうえ半額、77,101円未満の世
帯は、3号認定で9,000円に軽減しました。また、2
子以降は保育料無償としました。

　ひとり親家庭の負担軽減を図ることが出
来ました。

　今後もひとり親世帯に対する負担
額の軽減を継続し、ひとり親世帯の
子育てを支援します。

6-3　障害児施策の充実

つくしプレイ教室
子ども課
（支援C）

　発達に課題のある就園前児童の療育教室 Ｒ６
　未就園児とその保護者を対象に、水曜・木曜ク
ラス計92回、延べ利用人数456人

　親子での小集団参加を通して成長を促す
とともに、必要に応じ療育相談、ことばの相
談会へつながりました。

　３歳未満児での入園が増えたた
め、入園後も通室可とし、園との情
報共有や巡回訪問により継続した
支援体制作りをします。

（P85）

（P84）

（P84）
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課題、評価事項（成果） 方向性、見直し提案等 子ども・子育て会議意見
　施策（網掛け）及び取組・事業

Ｒ６
担当部署

事業の内容 事業実施状況
Ｒ６評価・検証結果 備　考

（計画書
掲載頁）

ステップアップ教室
子ども課
（支援C）

　発達に課題のある就学前児童の療育教室 Ｒ６
　未就学児とその保護者を対象に延べ48回開催
しました。3クラスに分け、対象児は延べ232人と
なりました。

　保護者支援としてペアレントトレーニング
を実施し、保護者の理解が深まりました。学
校と情報共有を図りスムーズな就学につな
がりました。

　今後もペアレントトレーニングや情
報提供、個別相談などで保護者を
支援し、児童への支援につなげま
す。

【R5意見】
　ペアレントトレーニングは、障害
がある、ないに関わらず子育て
にはとても必要なことだと思うの
で、どんどん発信してもらいた
い。

ペアレントプログラム
子ども課
（支援C）

　子育てに難しさを感じる保護者が子育てに自信を待てる
ようになることを目的としたペアレントプログラムを実施し
ます。

Ｒ６
　令和6年度は8人の応募があり、ペアレントプロ
グラムを実施することができました。

　子育てに難しさを感じている保護者に対し
プログラムの開催は必要と思われますが、
未満児からの入園の増加に伴い、プログラ
ムの継続の難しさを感じています。

　今後も、子育てに悩みを持つ保護
者が孤立することがないよう、ペア
レントプログラムを継続することが
必要と考えます。プログラム実施に
あたり、より多くの人に周知してもら
えるよう情報発信をしていきます。
また、継続するための人材、体制づ
くりが必要です。

就学相談 学校教育課
　障害の状態等に応じて適切な教育を行うための就学相
談を行います。

Ｒ６

・学校教育課が委嘱した専門員による園への訪
問及び観察、個別面談等を通じ、保護者の就学
相談に対応しています。（総数112件、うち年長児
対象55件）
・大学教授等を招聘し、専門的な見地から審議を
行う教育支援委員会を開催し、幼児１名の検討、
審議を行いました。委員会の判断を参考に、保護
者との合意形成に向けた就学相談を再度行いま
した。

・本人、保護者との合意形成を経て円満に
就学先決定がなされました。
・園での療育の情報を学校につなげるよう、
就学支援シートの作成を各園に促し、情報
伝達が円滑に行われるよう取り組みまし
た。

・就学相談についての保護者向け
の就学相談リーフレットを配付し、
ニーズに応じて説明会を行います。
・発達通級指導教室については13
人に1人の割合で順次教室を設置
できるよう、計画を県に示し要望す
ると共に開設準備を進めていきま
す。
・特別支援サポーター、学習補助員
向けの研修を年度当初に実施し、
学校全体の特別支援体制を担う役
割について学ぶ機会を設けます。

【R4意見】
・就学相談時において、支援学
級の内容や仕組み等の情報を、
保護者が理解できるように周知
してもらいたい。
・子どもの特性に合わせた指導
ができるように、魚沼市に通級を
増やしてもらいたい。
・介助員の研修の機会を充実し
てもらいたい。

支援ファイルの活用 福祉支援課
　教育、医療、福祉、就労等の関係機関と連携による相談
支援を継続的に実施するための「相談支援ファイル」を作
成し、活用します。

Ｒ６

　各相談支援機関において、必要な方へ相談支
援ファイルを配布しました。
　また、増刷の際に内容の見直しを行いました。

　相談支援機関を通じて、支援が必要な方
へ配布を行い、支援ツールとして活用しまし
た。
　使用者と支援者の双方が有効に活用でき
るよう定期的な見直しが必要です。

　引き続き周知を行い、自立支援協
議会や各相談支援機関から意見を
いただきながら内容の見直しを実施
します。

【R6意見】
本当に就労まで活用できるもの
なのか、どこでストップしているの
かわかれば、それをもとにより良
いものになるのではないか。これ
からの全部つながった支援に活
用できればよい。

保育園障害児受入れ
子ども課
（保幼）

　職員の研修機会をつくり、障害・発達障害児の受入れを
行います。

Ｒ６
　新潟県保育士会等が実施する研修会への参加
や、各保育園内で支援方法に関するケース会議
等を行いました。

　児童の特性を理解し、安心できる環境や
居場所づくりに配慮した保育に取組んでい
ます。
　支援の必要な児童には、加配の保育職員
を配置し対応しました。

　保護者と児童の気持ちに寄り添い
ながら、児童の特性にあった支援が
できるよう研修を継続します。
　保育者・児童ともに　「共生社会」
と「心のバリアフリー」の意識が醸成
しされ、障害や特性の有無に関わら
ず、みんなが安心して過ごせる保育
環境を目指します。

【R5意見】
・保護者の気持ちに寄り添うだけ
でなく、本人の気持ちにも寄り
添ってほしい。
・保育園は、基本的に健常児が
行くところ、そこに障害児を受け
入れるという発想になっている。
みんなでどうやって過ごせるかと
いうことを念頭に置いて検討して
ほしい。
・魚沼市は、健常者と障害者が
一緒に生きていくんだというメッ
セージを発信してもらいたい。

放課後児童クラブ障害児受
入れ

子ども課
（保幼）

　職員の研修機会をつくり、小学生の障害・発達障害児の
受入れを行います。

Ｒ６

・オンライン開催された研修に参加し、専門知識
の習得に努めました。
・支援員で企画した研修会で児童の特徴や接し
方を学ぶテーマで学習しました。

　各児童クラブにおいて、職員研修による専
門知識の習得や職員の加配対応等により
様々な障害を持つ児童を受け入れていま
す。

　引き続き支援員の研修機会を確
保し、加配職員の配置も含め、どの
児童クラブにおいても障害児や発達
障害児をスムーズに受け入れること
ができるよう体制を整えます。

保育園等巡回相談事業
子ども課
（支援C）

　保育園・幼稚園、子ども園に支援チームが訪問し、発達
に不安のある児童とその保護者や支援を担当する保育
士からの相談に応じ、園生活を安心して送ることができる
よう支援します。

Ｒ６

　保育園、幼稚園、子ども園を年2回訪問し、保護
者や支援を担当する保育士に対して、対応に対
する助言や支援方針の検討を行いました。訪問
申し込み11園、訪問回数17回、対象児41人、そ
のうち子育て支援センターが保護者面談したのは
24人。その他の児は園の発達支援コーディネー
ターや担任が面接を実施した。

　保育園等で専門職による訪問相談を行
い、保護者や園の支援につながりました。
外部機関の専門職の従事回数が限られて
いることが課題です。

　母子保健係との連携により相談支
援体制の強化を図り、相談者に寄り
添った支援を継続します。

【R5意見】
　対象児より面談した保護者の
方が少ない。保護者が相談でき
ない場合もあるが、小学校に上
がる子どもたちが、一番困惑す
ることになる。

（P85）
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課題、評価事項（成果） 方向性、見直し提案等 子ども・子育て会議意見
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Ｒ６
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（計画書
掲載頁）

相談支援事業 福祉支援課
　「うおぬま相談支援センター」に委託し、身体、知的、精
神、発達障がい等を対象に様々な相談に対応するととも
に、関係機関との連絡調整を図ります。

Ｒ６

　委託相談では、障がい児に関する相談支援や
障がい福祉サービス利用のための支援等を行い
ました。
　また、障がい者基幹相談支援センター（直営）で
は、様々な個別相談について、関係機関と連携を
図り、必要な支援につなげました。

・障がい児の相談実人数　　76人（委託+直営）

　障がい者基幹相談支援センターを中心に
関係機関との連携、情報共有を図ることで
円滑な支援を行うことができました。
　児童の障がいの特性に応じた支援が必要
となるため、医療的ケア児コーディネーター
の養成等、より専門的な人材の育成が必要
です。

　障がい者基幹相談支援センターを
中心に、医療的ケア児について、関
係機関での情報共有を図り、課題と
必要な支援を検討します。
　また、児童が放課後を過ごす学童
保育での困りごとについて、関係機
関において情報の共有と必要な支
援を検討し、対応していきます。

日中一時支援事業 福祉支援課
　障がいのある方に日中活動の場を提供し、家族の就労
支援及び日常的に介護している家族の休息を目的とした
一時的な見守りを行います。

Ｒ６
R7.3月末現在の利用者数
　　利用実人数　33人
　　うち児童　17人

　希望する方への支援を行うことができまし
た。
　実施事業所は市内に2カ所ありますが、土
曜日の利用のニーズが増加しており、個別
の支援調整が必要な状況となっています。

　希望する支援を提供できるよう、
関係機関と情報を共有しながら継
続して事業を行います。

発達障害への意識啓発

福祉支援課
子ども課
（支援C）

　一般の保護者に対し、発達障がいへの理解を深めても
らうために、発達障がい教育やセミナーを開催します。

Ｒ６

　令和6年度は子育て支援センターに8人の応募
があり、ペアレントプログラムを実施することがで
きました。
　市内の年少、年中児には保育園等訪問巡回相
談の案内を年長児にはステップアップ教室の案
内を送付し、意識啓発につなげています。

　障がい者手帳所持者について、診断書等
で発達障害の方の把握を行いました。
　　ペアレントプログラム受講者から前向き
になれた、自信が持てたと事後アンケート
の回答がありました。

　福祉支援課では、発達障がいに
限定した事業の予定はありません
が、障がいへの理解を深めるため
の普及啓発事業の中で包括的に推
進して行きます。
　　子育て支援センターでは、発達
支援コーディネーターとの連携や、
園との協力体制によりペアレントプ
ログラムを継続し、療育支援体制を
強化していきます。また、巡回相談
の保護者面談でペアレント・プログ
ラムをすすめ、相談できる場を提供
していきます。

【R5意見】
・障害児の親と障害児でない保
護者とのトラブルで、転校を悩ん
でいる人もいるので、発達障害
への意識啓発に努めてもらいた
い。
・普及啓発や研修をしているよう
だが、それが実際に実になって
いない。もっと充実させてほし
い。
・発達障害を持っている親の子ど
もは、親自体が情報を発信でき
ない。そういう間（はざま）の人た
ちが一番苦しいので、安心して子
育てができる環境を整備してもら
いたい。
・共生社会と言われている中で、
発達障害だから、健常者だから
とかいう垣根を作ること自体が今
の社会には合っていない。そうい
う視点を、行政が一歩先に勉強
していってもらいたい。
・もう少し子ども一人一人に面と
向かって対応してもらいたい。

重度心身障害者医療費助成 福祉支援課 　重度心身障がい者の医療費を助成します。 Ｒ６

　新潟県単事業です。県が定める助成に加え、20
歳未満の受給者について、通院及び訪問看護に
かかる自己負担額を無償化しています。（魚沼市
単独事業。令和3年1月から実施）

R7.3月末現在の受給者数　18歳以下19人
（うち、15歳以下14人）

　障がい者手帳の交付を通知する際に、申
請書を同封することで、手帳の受け渡しの
際の確実な申請受付に努めました。速やか
な受給認定が行われることで、対象者の経
済的負担の軽減につながっています。

　引き続き、制度の周知と対象者の
把握に努め、迅速な制度利用につ
なげます。

小児慢性特定疾患児日常生
活用具給付事業

子ども課
（母子）

　小児慢性特定疾患治療研究事業の対象者に日常生活
用具を給付し、日常生活の便宜を図ります。

Ｒ６ 実施実績なし なし
　申請があった場合には遅滞なく給
付します。

障害児福祉手当 福祉支援課
　常時介護を要する在宅の20 歳未満の最重度の障がい
児に支給し、福祉の増進を図ります。

Ｒ６
　法定の事務です。制度に基づき、受給者へ手当
の支給を行いました。
R7.3月末現在　　12人

　迅速な事務手続きを行うことで、早期の受
給につながるよう努めました。
　関係機関と連携することで、制度の利用
促進を図ります。

　引き続き、制度の周知と対象者の
把握に努め、迅速な制度利用につ
なげます。

特別児童扶養手当 福祉支援課
　一定の障がいを有する児童を育てている方に手当を支
給し、福祉の増進を図ります。

Ｒ６

　法定の事務です。制度に基づき、申請受付や受
給者の現況の把握などを行いました。（実施主体
は新潟県）
R7.3月末現在　　55人

　迅速な事務手続きを行うことで、早期の受
給につながるよう努めました。
　関係機関と連携することで、制度の利用
促進を図ります。

　引き続き、制度の周知と対象者の
把握に努め、迅速な制度利用につ
なげます。

7　労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備に関する施策との連携

職場における子育て意識
啓発

商工課

・雇用主に対する子育て意識の啓発と支援策の提案等を
行います。
・仕事と生活の調和の実現に積極的に取組む企業に対す
る認定制度・認定マーク（くるみん）及び特例認定マーク
（プラチナくるみん）の周知を行います。
・雇用保険の被保険者の方の育児休業中の収入として、
育児休業給付金受給があることの周知を行います。

Ｒ６

　市内商工会及び魚沼ものづくり振興協議会を通
じ、市内事業者へ啓発・周知や制度利用の案内
を行ったほか、「くるみん」等の認定を受けるため
の経費を補助する制度を通じて、企業の気運醸
成を図りました。

　市内企業の多くは中小企業であり、経営
環境など様々な課題を抱えているため、「子
育て支援」に積極的に取り組む余裕がない
事業者も少なくありません。
　しかし、支援の趣旨は着実に理解されつ
つあり、働きやすい職場環境の整備へとつ
ながっています。

　企業が抱えている人員確保や人
材定着・育成の問題を側面から支え
ながら、引き続き、制度の周知等に
よる意識啓発を展開していく必要が
あります。

（P87）

（P85）
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